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２．業務の実施状況 

 
［経済･金融情勢の回顧］ 

 
平成１５年度のわが国経済を顧みますと、年度当初には停滞感が強かったものの

徐々に明るさが広がりました。世界経済の拡大を受けて輸出が堅調に推移したため製

造業を中心に生産活動が活発になりました。加えて、企業の経費削減が進んできたこ

ともあり企業収益は増加し、設備投資も伸びを高めました。一方、企業収益の回復を

受けて雇用環境の悪化に歯止めがかかり、個人消費にもようやく回復の兆しがみえて

きました。ただ、公共投資は財政健全化への取り組みから引き続き減少しました。全

体としても、長引くデフレの影響を受けて内需を中心として力強く景気が回復する状

況には至りませんでした。 
中小企業の景況も内外の景気動向を反映して、製造業を中心に改善に向かいました。

ただ、改善の度合いにはバラツキも残り、業績が好調な企業と回復の遅れている企業

との二極化や、地域間での景況感の改善度合いの格差がみられました。当金庫の「中

小企業月次景況観測」では夏場以降、景況判断指数が改善し中小企業の景況にも底入

れの動きがみられるものの、先行きは予断を許さない状況です。 
金融面について見ますと、年度当初はデフレ観測が強まる中、日本銀行は一段と量

的緩和を進め、長期金利（新発１０年国債利回り）は一時史上最低水準となる０.４％

台まで低下しました。ただ、夏場以降国内景気にも回復の動きがみられると、長期金

利は急上昇をみせ、一時１.６％台を付けたものの以降は概ね安定した動きとなり年度

末は１.４％台となりました。 
 

［業務の実施状況］ 

 
①貸出金 

 年度間の貸出額については、長期資金は前年度対比１,６６５億円増加し、短期資金

は前年度対比８３８億円増加したことから、貸出額合計では前年度対比２,５０３億円

増加し、１２兆３,５４８億円となりました。 

一方、貸出金残高については、前年度対比２,６５８億円減少し、年度末の貸出金は

９兆８,２４４億円となりました。また、業種別構成では、製造業が３３.６％、卸・

小売業が３１.４％、サービス業ほかが３５.０％となっています。 

 貸出金残高のうち信用組合等委託代理貸付については、年度末の代理店総数は１６２、

貸付金残高は２５２億円となりました。 

 なお、年度間の繰上償還額は、１,９６０億円となりました。 

 
②有価証券 

 年度末の有価証券保有残高は、前年度対比５,３８５億円減の１兆５,０４４億円と

なりました。 
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③債券 

 債券発行高については、利付債が５,９６７億円減少、割引債が４,４００億円減少

し、年度間で１兆３６８億円減少しました。その結果、年度末の債券発行高は８兆

２,４４３億円となりました。 

 債券発行高のうち、政府による引受の残高は１,６８４億円となっています。 

また、利付債には、１年利付債９００億円、３年利付債１兆４,３３３億円、７年利

付債１００億円、及び１０年利付債２００億円が含まれています。 

 
④預金 

年度末の預金残高は、前年度対比４３４億円増の２兆３,５６８億円となりました。 

 
⑤譲渡性預金 

年度末の譲渡性預金残高は、前年度対比１４７億円増の５１６億円となりました。 

 
⑥借用金 

年度末の借用金残高は、前年度対比５０億円減の６７０億円となりました。 

 
⑦証券業務 

国債等の窓口販売については、年度間の販売額が１１億円となりました。また、国

債等のディーリングについては、年度間の売買高が９７億円となりました。 

なお、年度末の商品有価証券保有残高は８億円となりました。 

 
⑧外国為替 

貿易取扱高は前年度対比１８４百万ドル増加しましたが、資本取引の大幅減少（前

年度対比△６,４４５百万ドル）により、年度間の外国為替取扱高は、６,１３６百万

ドル減の３４億５９百万ドルとなりました。 

 
⑨内国為替 

   取扱件数は８１千件減少しましたが、１件あたりの取扱金額が増加した結果、年度

間の内国為替取扱高は、７,２８７億円増の２４兆４,４９６億円となりました。 

 
⑩受託業務 

貸付の受託業務については、年度末で貸付件数が７８,０８９件、貸付金残高が

４,０７８億円となりました。 

収納の受託業務については、年度間の取扱件数が９５８千件、取扱金額が２,８３８

億円となりました。 

 （貸付業務受託先） 
中小企業金融公庫、独立行政法人福祉医療機構、財団法人日本船舶振興会、財団法人自転車産業

振興協会、国民生活金融公庫、中小企業総合事業団、独立行政法人雇用・能力開発機構、沖縄振

興開発金融公庫、日本政策投資銀行 
 （収納業務受託先） 

日本銀行、地方公共団体、東日本電信電話株式会社、西日本電信電話株式会社、エヌ･ティ･ティ･

コミュニケーションズ株式会社、ＮＴＴＤｏＣｏＭｏグループ９社、日本放送協会、電力会社

１０社、ガス会社３８社、勤労者退職金共済機構、中小企業総合事業団 
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⑪私募債業務・信託代理業務・債権流動化業務 

私募債業務については、平成１２年４月より「特定社債保証制度」に基づく信用保

証協会保証付私募債の取扱いも開始し、年度末で取扱残高１,２８３件、１,４３６億

円の実績となりました。 
信託代理業務については、年金信託が累計で１１件、更に取引先の売掛債権流動化

支援のため平成１３年２月より開始した金銭債権信託に積極的に取組みました。信託

方式による取引先の売掛債権流動化実績は累計で４７先７５５件、１,７８６億円の実

績となりました。また、平成１４年５月からは、中小企業の保有する売掛債権（手形）

を当金庫が直接取得することにより資金提供を行う手形ファクタリングの取扱を開始

し、累計で１６先１８７億円の実績となりました。 
 
⑫ＣＬＯ 
 平成１４年３月より地方自治体が主導するＣＬＯについて取扱金融機関として参加

しており、取組開始時から累計で２５０先７８.４億円（平成１５年度単独では１０１

先３３.８億円）の実績となりました。 
 また、平成１５年６月には独自にＣＬＯの取組みを実施し、４０７先１７１億円の

実績となりました。 
 
⑬収支状況 

 経常収益が２,０７５億４３百万円に対して、経常費用が２,０２７億７６百万円と

なりましたので、経常利益は４７億６６百万円となりました。また、特別利益２９億

３９百万円、特別損失２億２５百万円、法人税、住民税及び事業税２４億６７百万円、

法人税等調整額３６億８１百万円を加減算しました結果、当期利益は８６億９３百万

円となりました。 

 

３．借入金、財政融資資金等借入金、国庫補助金等 

 
                                                             （単位：百万円） 

 平成１５年度 平成１４年度 増   減 
借 入 金 
日 本 銀 行 
銀 行 
保 険 会 社 
地方公共団体 
そ の 他 

６７,０００ 
－ 

１,０００ 
５２,０００ 

１３２ 
１３,８６７ 

７２,０００ 
－ 

６,０００ 
５２,０００ 

１８０ 
１３,８２０ 

△ ５,０００ 
－ 

△ ５,０００ 
－ 

△     ４７ 
     ４７ 

財政融資資金 
  出 資 金 
産業投資特別会計 

  利付債券引受 
財 政 融 資 資 金 

   １０,０００ 
     － 
     － 

   １０,０００ 
   １０,０００ 

   １０,０００ 
     － 
     － 

   １０,０００ 
   １０,０００ 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

国庫補助金 
一般会計 
中小企業等災害復旧資金利子補給金 

－ 
－ 
－ 

－ 
－ 
－ 

－ 
－ 
－ 

 
 
 




